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１．防衛省・自衛隊の役割、任務



役

割

国土防衛

治安維持

災害派遣

国際緊急援助活動

ＰＫＯ・人道支援

役割拡大

日米物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）

在外邦人等輸送

周辺事態安全確保法

警護出動

テロ特措法・補給支援特措法に基づく活動

災害派遣の権限強化（自主派遣、警察・消防官との同等の権限）

（米軍基地等）

国民保護法
（避難誘導等）

凍結解除

情報収集、テロ・ゲリラへの対応権限

90(H2) 91(H3)

主
要
事
象

01(H13)99(H11)98(H10)97(H9)96(H8)95(H7)94(H6)93(H5)92(H4)年

●
モ
ザ
ン
ビ
ー
ク
Ｐ
Ｋ
Ｏ
派
遣

●
ル
ワ
ン
ダ
難
民
救
援
隊
派
遣

●
阪
神
・淡
路
大
震
災
に
伴
う
災
害
派
遣

●
地
下
鉄
サ
リ
ン
事
件

▼
防
衛
計
画
の
大
綱
の
策
定

●
ゴ
ラ
ン
高
原
Ｐ
Ｋ
Ｏ
派
遣

●
北
朝
鮮
に
よ
る
テ
ポ
ド
ン
発
射
事
案

●
新
日
米
防
衛
協
力
の
た
め
の
指
針

●
ホ
ン
デ
ュ
ラ
ス
国
際
緊
急
援
助
隊
派
遣

●
能
登
半
島
沖
不
審
船
事
案

●
東
海
村
臨
界
事
故

●
有
珠
山
噴
火
に
伴
う
災
害
派
遣

●
イ
ン
ド
国
際
緊
急
援
助
隊
派
遣

●
九
州
南
西
海
域
不
審
船
事
案

●
イ
ラ
ク
人
道
復
興
支
援
特
措
法
に

基
づ
く
自
衛
隊
部
隊
派
遣

●
カ
ン
ボ
ジ
ア
Ｐ
Ｋ
Ｏ
派
遣

●
東
テ
ィ
モ
ー
ル
Ｐ
Ｋ
Ｏ
派
遣

●
イ
ラ
ク
人
道
復
興
支
援
特
措
法
成
立

●
武
力
攻
撃
事
態
対
処
法
成
立

●
雲
仙
普
賢
岳
噴
火
に
伴
う
災
害
派
遣

▼
米
国

９
・
テ
ロ

▼
ソ
連
崩
壊
（冷
戦
の
終
焉
）
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●
テ
ロ
対
策
特
措
法
成
立

●
新
潟
県
中
越
地
震
に
伴
う
災
害
派
遣

●
中
国
潜
水
艦
に
よ
る
我
が
国
領
海
内
潜
没
航
行
事
案

●
ス
マ
ト
ラ
沖
大
地
震
及
び
イ
ン
ド
洋
津
波
被

害
に
対
す
る
国
際
緊
急
援
助
隊
派
遣

05

弾道ミサイル対処

●
防
衛
計
画
の
大
綱
の
策
定

●
中
央
省
庁
改
革

●
パ
キ
ス
タ
ン
国
際
緊
急
援
助
隊
派
遣

ｲﾗｸ特措法に基づく活動

●
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
国
際
緊
急
援
助
隊
派
遣

●
ネ
パ
ー
ル
Ｐ
Ｋ
Ｏ
派
遣

国際平和協力活動等の
本来任務化

防衛省・自衛隊の役割・任務の拡大防衛省・自衛隊の役割・任務の拡大

●
ス
ー
ダ
ン
Ｐ
Ｋ
Ｏ
派
遣

（注）07.11までテロ特措法に基づく活動。08.1から補給支援特措法に基づく活動。

（注）

06 07 08 0904(H16)03(H15)02(H14)00(H12)
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自衛隊の任務と行動

本来任務（自衛隊法第３条の任務）
⇒ 自衛隊法第６章（自衛隊の行動）で規定（但し、テロ特、イラ特の活動は附則）

○ 主たる任務（第１項）（「直接侵略及び間接侵略に対し我が国を防衛すること」）

・ 防衛出動（第７６条） ・ 防衛出動下令前の行動関連措置（第７７条の３）

・ 防御施設構築の措置（第７７条の２）

○ 第１項の従たる任務（「必要に応じ、公共の秩序維持にあたる」）

・ 国民保護等派遣（第７７条の４） ・ 災害派遣（第８３条）

・ 治安出動（第７８条、第８１条） ・ 地震防災派遣（第８３条の２）

・ 治安出動下令前に行う情報収集（第７９条の２） ・ 原子力災害派遣（第８３条の３）

・ 警護出動（第８１条の２） ・ 領空侵犯に対する措置（第８４条）

・ 海上における警備行動（第８２条） ・ 機雷等の除去（第８４条の２）

・ 弾道ミサイル等に対する破壊措置（第８２条の２） ・ 在外邦人等の輸送（第８４条の３）

○ 第２項の従たる任務（「主たる任務の遂行に支障を生じない限度」で、「別に法律の定めるところにより」実施）

・ 後方地域支援等（第８４条の４第１項、第２項第１号・第２号）

・ 国際緊急援助活動等（第８４条の４第２項第３号）

・ 国際平和協力業務（第８４条の４第２項第４号）

・ イラク特措法に基づく活動（附則第７項第１号、第８項第１号）

・ 補給支援特措法に基づく活動（附則第７項第２号、第８項第２号）

付随的な業務 ⇒ 自衛隊法第８章（雑則）等で規定

・ 土木工事等の受託（第100条） ・ 南極地域観測に対する協力（第100条の４）

・ 教育訓練の受託（第100条の２） ・ 国賓等の輸送（第100条の５）

・ 運動競技会に対する協力（第100条の３） ・ 不発弾等の処理（附則第４項）
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（自衛隊の任務）
第３条 自衛隊は、我が国の平和と独立を守り、国の安全を保つため、直接侵略及び間接侵略に対し我が国
を防衛することを主たる任務とし、必要に応じ、公共の秩序の維持に当たるものとする。

２ 自衛隊は、前項に規定するもののほか、同項の主たる任務の遂行に支障を生じない限度において、かつ、
武力による威嚇又は武力の行使に当たらない範囲において、次に掲げる活動であつて、別に法律で定める
ところにより自衛隊が実施することとされるものを行うことを任務とする。
一 我が国周辺の地域における我が国の平和及び安全に重要な影響を与える事態に対応して行う我が国
の平和及び安全の確保に資する活動

二 国際連合を中心とした国際平和のための取組への寄与その他の国際協力の推進を通じて我が国を含
む国際社会の平和及び安全の維持に資する活動

３ 陸上自衛隊は主として陸において、海上自衛隊は主として海において、航空自衛隊は主として空において
それぞれ行動することを任務とする。

国防の基本方針 （昭和32年5月閣議決定）

国防の基本方針国防の基本方針

自衛隊法 （昭和29年法律第165号）

国防の目的は、直接及び間接の侵略を未然に防止し、万一侵略が行われるときはこれを排除し、もって民
主主義を基調とする我が国の独立と平和を守ることにある。この目的を達するための基本方針を次のとおり
定める。

① 国際連合の活動を支持し、国際間の協調をはかり、世界平和の実現を期する。
② 民生を安定し、愛国心を高揚し、国家の安全を保障するに必要な基盤を確立。
③ 国力国情に応じ自衛のため必要な限度において、効率的な防衛力を漸進的に整備。
④ 外部からの侵略に対しては、将来国際連合が有効にこれを阻止する機能を果たし得るに至るまでは、
米国との安全保障体制を基調としてこれに対処。
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（１）災害派遣活動の概要
（２）災害派遣の枠組み
（３）災害派遣の態勢
（４）災害派遣実績
（５）平素からの取組
（６）新型インフルエンザ対策

（１）災害派遣活動の概要
（２）災害派遣の枠組み
（３）災害派遣の態勢
（４）災害派遣実績
（５）平素からの取組
（６）新型インフルエンザ対策

６

２．防衛省・自衛隊の災害対策



（１）災害派遣活動の概要（１）災害派遣活動の概要
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Ｈ

自衛隊

活動内容活動内容

捜索・救助

患者空輸・物資輸送

応急医療 入浴支援

復旧活動

給水・給食支援

空中消火

特殊災害偵察活動



（２）災害派遣の枠組み（２）災害派遣の枠組み
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自衛隊の災害派遣（自衛隊法第８３条）自衛隊の災害派遣（自衛隊法第８３条）

①要請に基づく派遣

都道府県知事その他政令で定める者は、天災地変その他の災害に際して、人命又は財
産の保護のための必要があると認める場合には、部隊等の派遣を大臣又はその指定する
者に要請。

要請を受けた大臣又はその指定する者は、事態やむを得ない場合には、部隊等を救援の
ため派遣。

②自主派遣

天災地変その他の災害に際し、その事態に照らし特に緊急を要し、都道府県知事等の
要請を待ついとまがないと認められるときは、要請を待たないで、部隊等を派遣するこ
とができる。

③近傍派遣

防衛省の施設又はこれらの近傍に火災その他の災害が発生した場合、部隊等の長は、
部隊等を派遣することができる。

10



要請権者：都道府県知事、海上保安庁長官、管区海上保安本部長、空港事務所長要請権者：都道府県知事、海上保安庁長官、管区海上保安本部長、空港事務所長

派遣部隊等：被害状況の把握、避難の援助、捜索救助、水防活動、道路啓開、

応急医療、防疫、緊急輸送、炊飯・給水等の実施

派遣部隊等：被害状況の把握、避難の援助、捜索救助、水防活動、道路啓開、

応急医療、防疫、緊急輸送、炊飯・給水等の実施

災害派遣要請の仕組み災害派遣要請の仕組み

被要請権者：大臣又は大臣の指定する者

（方面総監、自衛艦隊司令官、航空総隊司令官等）

被要請権者：大臣又は大臣の指定する者

（方面総監、自衛艦隊司令官、航空総隊司令官等）

派遣の要請

事態に照らし特に緊急を要し、要請を

待ついとまがないと認められる場合
要請があり、事態やむを得ないと

認める場合

市町村長：都道府県知事に要請を要求

（できない場合は被要請権者に直接通知）

市町村長：都道府県知事に要請を要求

（できない場合は被要請権者に直接通知）

要請に基づく派遣 自主派遣

11



自主派遣の場合

自主派遣の基準（防衛省防災業務計画）

○ 災害に際し、関係機関に対して当該災害に係る情報を提供するため、自衛隊が情
報収集を行う必要があると認められること

→ 地震発生時（５弱以上）等における航空偵察等

○ 災害に際し、都道府県知事等が自衛隊に災害派遣に係る要請を行うことができな
いと認められる場合に、直ちに救援の措置をとる必要があると認められること

→ 市町村と都道府県の間の通信の途絶等

○ 災害に際し、自衛隊が実施すべき救援活動が明確な場合に、当該救援活動が人
命救助に関するものであると認められること

→ 発生を自衛隊が探知し、捜索・救助の要があると認められる場合

○ その他災害に際し、上記に準じ、特に緊急を要し、都道府県知事等からの要請を
待ついとまがないと認められること

12



災 害 対 策 基 本 法

大規模地震対策
特別措置法

原子力災害対策
特別措置法

第８３条第２項 第８３条の２ 第８３条の３

災害派遣
（要請に基づく派遣）

（自主派遣）
地震防災派遣 原子力災害派遣

関
係
法
律

自
衛
隊
法

自
衛
隊
の
行
動

《地震災害警戒本部長（総
理）から大臣に要請》

《原子力災害対策本部長（総
理）から大臣に要請》

《都道府県知事等から大臣又は
大臣の指定する者に要請》

災害派遣・地震防災派遣・原子力災害派遣の枠組みの違い
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（３）災害派遣の態勢（３）災害派遣の態勢



防衛省防衛省

方面総監部方面総監部

師団等司令部師団等司令部

災害派遣即応部隊災害派遣即応部隊

航空科部隊航空科部隊
東北方面隊東北方面隊
人員：約３９０名人員：約３９０名
車両：約車両：約 ６０両６０両

ヘリ：ヘリ： ５機５機
ヘリ映伝：ヘリ映伝： １組１組

東部方面隊東部方面隊
人員：約４００名人員：約４００名
車両：約車両：約 ７０両７０両

ヘリ：ヘリ： ４機４機
ヘリ映伝：ヘリ映伝： １組１組

北部方面隊北部方面隊
人員：約６９０名人員：約６９０名

車両：約１１０両車両：約１１０両
ヘリ：ヘリ： ７機７機

ヘリ映伝：ヘリ映伝： １組１組

中部方面隊中部方面隊
人員：約７４０名人員：約７４０名
車両：約１１０両車両：約１１０両
ヘリ：ヘリ： ４機４機

ヘリ映伝：１組ヘリ映伝：１組

西部方面隊西部方面隊
人員：約４８０名人員：約４８０名
車両：約車両：約 ６０両６０両

ヘリ：ヘリ： ７機７機

ヘリ映伝：１組ヘリ映伝：１組

全国で初動対処部隊が２４時間待機全国で初動対処部隊が２４時間待機

命令受領後、１時間を基準に出動命令受領後、１時間を基準に出動

人員：約２、７００名、車両：４１０両、航空機：人員：約２、７００名、車両：４１０両、航空機： ２７機２７機

丘珠
ヘリ映伝
２コ飛行隊

旭川
１コ飛行隊

帯広
１コ飛行隊
対戦ヘリ隊

八戸
１コ飛行隊
対戦ヘリ隊

神町
１コ飛行隊

霞目
ヘリ映伝

相馬原
１コ飛行隊

北宇都宮
１コ飛行隊
航空学校

霞ヶ浦
航空学校

木更津
ヘリコプター団
対戦ヘリ隊立川

ヘリ映伝
１コ飛行隊明野

１コ飛行隊
対戦ヘリ隊
航空学校

八尾
ヘリ映伝
１コ飛行隊

防府
１コ飛行隊

航空機待機の基準

○震度５弱以上震度５弱以上の地震が発生した

場合は、速やかに情報収集

○２４時間の待機態勢

○命令後、概ね１時間概ね１時間で離陸

目達原
ヘリ映伝
１コ飛行隊
対戦ヘリ隊

高遊原
１コ飛行隊

那覇
１コ飛行隊

災害派遣の待機態勢（陸上自衛隊）災害派遣の待機態勢（陸上自衛隊）
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災害派遣即応部隊の行動の概要災害派遣即応部隊の行動の概要

初動対処部隊
→２４時間体制で災害派遣態勢を確立）
→１時間を基準に出動

災害発生時、直ちに初動対処部隊をもって初動対処

航空偵察

方面総監部

防衛省

自治体

連絡員

災害発生

偵察・救出・救助

人命救助

通信確保

連絡員

ヘリ映伝

患者空輸

16



地方総監部所在地（艦艇待機）地方総監部所在地（艦艇待機）

航空基地航空基地 （航空機待機）（航空機待機）

航空機待機 （常時１７機）

各基地において、哨戒機、救難機等各基地において、哨戒機、救難機等

昼間概ね１５分～１時間、昼間概ね１５分～１時間、

夜間概ね１時間～２時間待機夜間概ね１時間～２時間待機

大湊(SH-60J,ＵH-60J)
八戸(P-3C)

厚木(P-3C）

館山(SH-60J/K,
UH-60J)

徳島(UH-60J)
小松島(SH-60J)

舞鶴(SH-60J)
岩国(US-1A,MH-53E)

鹿屋(P-3C,UH-60J)

那覇(P-3C)

硫黄島(UH-60J)

大村(SH-60J/K,
UH-60J)

大 湊

横須賀
舞 鶴

呉

佐世保

艦艇待機

地方総監部所在地ごと、１隻の初動対応
艦を指定

17

災害派遣の待機態勢（海上自衛隊）災害派遣の待機態勢（海上自衛隊）



航空救難待機

各基地 救難機 １～２機

昼間 １５分～１時間

夜間 １時間～２時間待機

緊急輸送任務待機

各基地において、輸送機 １機

昼間１時間、夜間２時間待機

千歳(U-125A,UH60J)

秋田(U-125A,UH-60J)

松島(U-125A,UH-60J)新潟(U-125A, UH-60J)

百里(U-125A,UH-60J)

入間(C-1)
浜松(U-125A,UH-60J,V-107)

小牧(C-130H)

小松(U-125A,UH-60J)

美保（C-1)

芦屋(U-125A,UH-60J)

新田原(U-125A,UH-60J)

那覇(U-125A,UH-60J)

輸送機： ３機航空輸送

救難機： １０機航空救難

災害派遣の待機態勢（航空自衛隊）災害派遣の待機態勢（航空自衛隊）
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（４）災害派遣実績（４）災害派遣実績
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過去５年間の災害派遣実績（Ｈ１６～Ｈ２０）過去５年間の災害派遣実績（Ｈ１６～Ｈ２０）
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６７９

４３

１２０

４０

４６７

９

平成１９年

６０６８１２８９２８８４合 計

４３４６６５７１そ の 他

９５１１７１４７１０２消 火 活 動

３８４６５５４９捜 索 救 助

４２４５７９６０９６１６急 患 輸 送

６２４１６４６風水害・震災対処

平成２０年平成１８年平成１７年平成１６年区 分



派遣規模は延べ数

９２０

１２１１９３５４
Ｈ１１．９．３０

～１０．３
東海村ｳﾗﾝ加工施設事故

６００１１,８７８１４４,２４１
Ｈ９．１．２

～ ３．３１
ﾅﾎﾄｶ号海難流出油災害

２１６０８４０
Ｈ８．６．１３

～６．１４
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ航空機事故

１６４３,４０３
Ｈ７．３．２０

～３．２３
地下鉄サリン事件

６７９１３,３５５３４６,８００２,２５４,７００
Ｈ７．１．１７

～４．２７
阪神・淡路大震災

２００７５８１,６２９３８,３３７
Ｈ５．７．１２

～８．１２
北海道南西沖地震

５,９９９６７,８４６２０７,２８０
Ｈ３．６．３

～７．１２．１６
雲仙普賢岳噴火

艦船艦船航空機航空機車車 両両人人 員員派派 遣遣 期期 間間災害派遣名災害派遣名

過去の主要な災害派遣（１）
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３８７２１９１,０５３２６,６０７

１８７７６０６７,０３８

７８５３７,７６７１２４,７３９
Ｈ１６．１０．２３

～１２．２１
平成１６年新潟県中越地震

４３０
（１２２）

１,７３０
（４５６）

Ｈ１６．３．４
～３．１１

（３．４～３．８）

鳥インフルエンザ
（ ）内は防疫事業

１２９１５１８,０８５
Ｈ１３．８．８

～１２．１６
えひめ丸衝突事故

Ｈ１２．８．２９
～１３．９．２７

Ｈ１２．８．２０
～８．２６

６８１０４５１７１３,６９３
Ｈ１２．６．２７

～７．２

三宅島火山活動

７６９３７,８０９９８,５２８
Ｈ１２．３．２９

～７．２４
有珠山噴火

艦船艦船航空機航空機車車 両両人人 員員派派 遣遣 期期 間間災害派遣名災害派遣名

派遣規模は延べ数

過去の主要な災害派遣（2）
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６０６約８,０００約２６,３００
Ｈ２０．６．１４

～８．２
岩手・宮城内陸地震

４０約１９０約６９０
Ｈ２０．７．２４

～７．２５
岩手県沿岸北部地震

６０約１,０５０約２,７３０
Ｈ１９．３．２５

～４．８
能登半島地震

９５１,１８４約３５,１００約９２,４００
Ｈ１９．７．１６

～８．２９
平成１９年新潟県中越沖地震

８約９９０約４,２００
Ｈ１８．１．６～２０

１．２４～２８
平成１８年豪雪

２４８１,９４１
Ｈ１７．９．１２

～９．３０
鳥インフルエンザ

２５約１,５００約６,３００
Ｈ１７．９．６

～９．１８
台風１４号

１８８６約４５０約４,１００
Ｈ１７．３．２０

～４．２５
福岡県西方沖地震

艦船艦船航空機航空機車車 両両人人 員員派派 遣遣 期期 間間災害派遣名災害派遣名

派遣規模は延べ数

過去の主要な災害派遣（3）
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平成２０年度 急患輸送実績について◇過去５年間の急患輸送実績

44
71 65 46 43
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その他 風水害・地震・津波・火山噴火 消火支援 捜索救難 急患輸送

811

884 892

812

679

（件数）
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3/四

616

H16

575

H15
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1/四

98
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H20
H19H18H17年度別
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（５）平素からの取組み（５）平素からの取組み
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地方公共団体との連携強化

○ 市町村長による都道府県知事に対する自衛隊の災害派遣の要請の要求（災害対策基
本法の一部改正 7年12月）

○ 都道府県知事等が派遣要請を行う場合に明らかにすべき事項を簡略化（自衛隊法施
行令の一部改正 7年10月）

○ 各都道府県の窓口となる自衛隊の一覧表の配布による、都道府県知事の災害派遣要
請先の都道府県への周知徹底

○ 地方公共団体が実施する防災訓練への積極的な参加（全都道府県の防災訓練に参加）

○ 災害時に県庁、市町村役場に自衛隊から連絡要員を派遣し、連絡調整を実施。

○ 都道府県防災会議に、陸自方面総監等の部隊長が委員として参画。

○ 退職自衛官が、県庁や市役所等防災担当に再就職。（44都道府県83市区町村）
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（６）新型インフルエンザ対策（６）新型インフルエンザ対策
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防衛省における新型インフルエンザ対策の考え方防衛省における新型インフルエンザ対策の考え方防衛省における新型インフルエンザ対策の考え方

防衛省・自衛隊は、平素から関係機関と密接に連携

及び協力し、国内外において新型インフルエンザが発

生した場合においても、主たる任務の継続的遂行に万

全を期すとともに、自衛隊員の安全を確保した上で、

関係機関からの要請に応じ、新型インフルエンザ対策

に関する活動を実施する。

28



政府の新型インフルエンザ対策行動計画およびガイドライン等にお
いて、防衛省に対しても、主に以下の５つの活動について求められて
おり、省内の生物兵器対処委員会で検討を実施してきた。

①家きんに対する防疫対策

②在外邦人の輸送

③医官等による検疫支援

④救援物資等の輸送

⑤防衛医科大学校病院及び自衛隊病院における診

断・治療

防衛省に期待される活動防衛省に期待される活動防衛省に期待される活動

29



検疫支援実績

4月 ５ 月 ６月

30 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 1 2

木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

成田
空港

中部国
際空港

関西国
際空港

追加支援要員

准看×２０

追加支援要員

准看×５

追加支援要員

准看×５

第１次要員 ３２人
医×１１、看×２１

追加支援要員 ２０人
看×３、臨検×６、准看×１１

第２次要員 ３２人
医×１１、看×１６、
准看×５

医×６
看×１

医×２
看×１

追加支援要員 ８人
看×３、臨検×１、准

看×４

○支援期間

平成２１年４月３０日～６月１日

○支援人員

１２２人
（防医大８人、陸自１０９人、海自２人、空自３人）

○支援期間

平成２１年４月３０日～６月１日

○支援人員

１２２人
（防医大８人、陸自１０９人、海自２人、空自３人）
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３．防衛省・自衛隊の国民保護措置

31

（１）自衛隊の国民保護措置についての基本的考え方

（２）国民保護等派遣について

（３）自衛隊の国民保護措置の具体的内容

（１）自衛隊の国民保護措置についての基本的考え方

（２）国民保護等派遣について

（３）自衛隊の国民保護措置の具体的内容



（１）自衛隊の国民保護措置についての基本的考え方（１）自衛隊の国民保護措置についての基本的考え方
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● 自衛隊は、武力攻撃事態等においては、我が国に対する武力攻撃の排除を全力
で実施し、被害を極小化することが主たる任務

● 国民保護措置については、この主たる任務に支障の生じない範囲で、事態に応
じ、
① 攻撃前の住民の先行避難の支援
② 攻撃後の住民の避難・救援の支援や武力攻撃災害への対処

を可能な限り実施

● 自衛隊は、武力攻撃事態等においては、我が国に対する武力攻撃の排除を全力
で実施し、被害を極小化することが主たる任務

● 国民保護措置については、この主たる任務に支障の生じない範囲で、事態に応
じ、
① 攻撃前の住民の先行避難の支援
② 攻撃後の住民の避難・救援の支援や武力攻撃災害への対処

を可能な限り実施

33

武力攻撃事態等の場合



● 緊急対処事態においては、攻撃への対処（予防や鎮圧措置等）は基本的には警察
機関が実施
（自衛隊は必要に応じて警察機関を支援。ただし、警察機関の能力を超える場合
は、治安出動などにより警察機関と連携しつつ、自ら対処）

● 事態に応じた所要の緊急対処保護措置を可能な限り実施
（いずれの場合も、当該緊急対処事態が、じ後武力攻撃事態へとつながる可能
性を考慮）

● 緊急対処事態においては、攻撃への対処（予防や鎮圧措置等）は基本的には警察
機関が実施
（自衛隊は必要に応じて警察機関を支援。ただし、警察機関の能力を超える場合
は、治安出動などにより警察機関と連携しつつ、自ら対処）

● 事態に応じた所要の緊急対処保護措置を可能な限り実施
（いずれの場合も、当該緊急対処事態が、じ後武力攻撃事態へとつながる可能
性を考慮）

34

緊急対処事態の場合



（２）国民保護等派遣について（２）国民保護等派遣について
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国民保護等派遣の実施概要

36

国民保護等派遣 （自衛隊法第７７条の４）

国民保護法の制定に伴い、武力攻撃予測事態などにおいて、自衛隊が国民保護措置を実施できるよう自衛
隊法を改正し、新たな自衛隊の行動として、「国民保護等派遣」を自衛隊法第７７条の４に新設※

国民保護等派遣 （自衛隊法第７７条の４）

国民保護法の制定に伴い、武力攻撃予測事態などにおいて、自衛隊が国民保護措置を実施できるよう自衛
隊法を改正し、新たな自衛隊の行動として、「国民保護等派遣」を自衛隊法第７７条の４に新設※

○派遣の要請

防衛大臣は、都道府県知事からの要請を受けた場合において、事態やむを得ないと認めるとき、又
は対策本部長から求めがあったときは、内閣総理大臣の承認を得て、国民保護措置を実施するため、
部隊などを派遣

○派遣の要請

防衛大臣は、都道府県知事からの要請を受けた場合において、事態やむを得ないと認めるとき、又
は対策本部長から求めがあったときは、内閣総理大臣の承認を得て、国民保護措置を実施するため、
部隊などを派遣

○警察官などに準じた権限

国民保護等派遣を命ぜられた自衛官は、警察官などがその場にいない場合に限り、警察官職務執行
法の避難等の措置、犯罪の予防および制止、立入、武器の使用の権限を行使

○警察官などに準じた権限

国民保護等派遣を命ぜられた自衛官は、警察官などがその場にいない場合に限り、警察官職務執行
法の避難等の措置、犯罪の予防および制止、立入、武器の使用の権限を行使

○市町村長などに準じた権限

国民保護等派遣を命ぜられた自衛官は、市町村長などがその場にいない場合に限り、退避の指示、
応急公用負担、警戒区域の設定、住民などに対する協力要請などの権限を行使

○市町村長などに準じた権限

国民保護等派遣を命ぜられた自衛官は、市町村長などがその場にいない場合に限り、退避の指示、
応急公用負担、警戒区域の設定、住民などに対する協力要請などの権限を行使

※ 武力攻撃事態において防衛出動が命ぜられている場合や緊急対処事態に対する対処措置として治安出動
が命ぜられている場合には、国民保護等派遣を命ずることなく、防衛出動や治安出動などの一環として、
国民保護措置又は緊急対処保護措置を実施

※ 武力攻撃事態において防衛出動が命ぜられている場合や緊急対処事態に対する対処措置として治安出動
が命ぜられている場合には、国民保護等派遣を命ずることなく、防衛出動や治安出動などの一環として、
国民保護措置又は緊急対処保護措置を実施



国民保護等派遣の要請の仕組み
（武力攻撃事態等及び緊急対処事態とも同様）

内閣総理大臣

対策本部長
（武力攻撃事態等対策本部長・

緊急対処事態対策本部長）

都道府県知事

防衛大臣市町村長

(a)派遣要請の
求め

(b)連絡

（派遣の要請の求め

ができないとき）

①派遣要請
①’派遣の

求め
※１

(c)報告

（市町村長からの連

絡があったとき）

②上申

③承認

④国民保護等派遣の下令
（活動現場）

部隊等

国民保護法施行令第８条第２
項で定める部隊等の長 ※２

都道府県知事

市町村長

(A’-2)避難誘導の要請 （市町村長による要請の求めのいとまがない場合を含む）

(A’-1)
要請の求め

(A)避難誘導の要請

※１ 都道府県知事からの要請が行われない場合

※２ 方面総監、師団長、自衛艦隊司令官、地方総監、航空総隊司令官、航空支援集団司令官等37



（３）自衛隊の国民保護措置の具体的内容（３）自衛隊の国民保護措置の具体的内容
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①住民の避難

必要な情報を収集・提供するとともに、関係機関と連携して、避難住民の誘導や運送を実施する。
このほか、地方公共団体の長から、住民の避難のために自衛隊の駐屯地・基地内の通行などを要
請された場合には、速やかに所要の調整・手続きなどを実施

①住民の避難

必要な情報を収集・提供するとともに、関係機関と連携して、避難住民の誘導や運送を実施する。
このほか、地方公共団体の長から、住民の避難のために自衛隊の駐屯地・基地内の通行などを要
請された場合には、速やかに所要の調整・手続きなどを実施
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（平成１７年度千葉県実動訓練）（平成１７年度福井県実動共同訓練）

②避難住民等の救援

人命救助関係（捜索・救出、応急医療の提供など）を中心に、対策本部長などからの求めにより、
医療活動の支援（傷病者の搬送など）や、必要に応じて生活支援関係の措置（炊き出し、給水、
救援物資の輸送など）や安否情報の収集を実施する。このほか、救難のための、防衛省の施設の
使用許可などを実施

②避難住民等の救援

人命救助関係（捜索・救出、応急医療の提供など）を中心に、対策本部長などからの求めにより、
医療活動の支援（傷病者の搬送など）や、必要に応じて生活支援関係の措置（炊き出し、給水、
救援物資の輸送など）や安否情報の収集を実施する。このほか、救難のための、防衛省の施設の
使用許可などを実施

ヘリコプターによる被災者の広域搬送
（平成１８年度鳥取実動共同訓練）

被災者の除染（平成１８年度鳥取実動共同訓練）



③武力攻撃災害への対処

・被害状況の確認（モニタリング支援など）、人命救助（捜索・救助、応急医療の提供など）、
被害の拡大防止（周辺住民の退避支援、消火など）、ＮＢＣ攻撃等による危険物質の除去などを
実施

・このほか、生活関連等施設の安全確保の支援（指導・助言、職員の派遣）などを実施

③武力攻撃災害への対処

・被害状況の確認（モニタリング支援など）、人命救助（捜索・救助、応急医療の提供など）、
被害の拡大防止（周辺住民の退避支援、消火など）、ＮＢＣ攻撃等による危険物質の除去などを
実施

・このほか、生活関連等施設の安全確保の支援（指導・助言、職員の派遣）などを実施
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エリア除染
（平成１８年度鳥取実動共同訓練）

被害者の救助
（平成１８年度鳥取実動共同訓練）

④応急の復旧等

防衛省の所管する施設および設備の応急の復旧を行うとともに、都道府県などからの要請により、
危険ながれきの除去や道路や滑走路の応急補修などの支援を実施

④応急の復旧等

防衛省の所管する施設および設備の応急の復旧を行うとともに、都道府県などからの要請により、
危険ながれきの除去や道路や滑走路の応急補修などの支援を実施



４．その他
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 アジア、中東、アフリカ、中米など、アジア、中東、アフリカ、中米など、約２０の国際活動約２０の国際活動を実施を実施
 のべのべ約約３３万人万人に及ぶ自衛隊員を派遣に及ぶ自衛隊員を派遣

イラク（ヨルダンに派遣）
イラク難民救援(03.3-03.4)
・難民救援空輸隊
イラク被災民救援(03.7-03.8)
・被災民救援空輸隊

（人道的な国際救援活動）

カンボジア(92.9-93.9)
・施設大隊
・停戦監視要員

（ＰＫＯ）

モザンビーク
(93.5-95.1)
・輸送調整中隊
・司令部要員

（ＰＫＯ）

ルワンダ（ザイールに派遣）
(94.9-94.12)
・難民救援隊
・空輸派遣隊

（人道的な国際救援活動）

イラン（03.12-04.1)
・空輸隊

（国際緊急援助活動）

ホンジュラス(98.11-98.12)
・空輸部隊
・医療援助隊

（国際緊急援助活動）

インド(01.2)
・物資支援隊
・空輸隊

（国際緊急援助活動）

（旧テロ対策特措法に基づく
協力支援活動等）
（01.11-07.11)
・海上自衛隊
・航空自衛隊

アフガニスタン(01.10)
（パキスタンに派遣）
・難民救援空輸隊

（人道的な国際救援活動）

インドネシア(05.1-05.3)
・医療・航空援助隊
・海上輸送部隊
・空輸部隊

（国際緊急援助活動）

東ティモール（インドネシアに派遣）(99.11-00.2)
・救難民援助空輸部隊

・施設部隊
・司令部要員

（人道的な国際救援活動）

（ＰＫＯ）(02.2-04.6)

タイ（04.12-05.1)
・派遣海上部隊

（国際緊急援助活動）

トルコ(99.9-99.11)
・海上輸送部隊

（国際緊急援助活動）

（イラク人道復興支援特措法に
基づく対応措置）
（03.12-09.2）
・復興業務支援隊
・復興支援群
・復興支援派遣輸送航空隊
・派遣海上輸送部隊

パキスタン
(05.10-05.12)
・航空援助隊
・空輸部隊

（国際緊急援助活動）

ロシア(05.8)
・海上派遣部隊

（国際緊急援助活動）

インドネシア・ジャワ島(06.6)
・医療援助隊
・空輸部隊

（国際緊急援助活動）

ネパール
(07.3-継続中)
・軍事監視要員

（国連政治ミッション）

（ＰＫＯ）

ゴラン高原
(96.2-継続中)
・派遣輸送隊
・司令部要員

補給支援特措法に基づく補給支援活動補給支援特措法に基づく補給支援活動（（0088..11--））
スーダン国際平和協力業務（スーダン国際平和協力業務（08.1008.10--））

08

09

ネパール国際平和協力業務（ネパール国際平和協力業務（07.307.3--））07

インドネシア国際緊急援助活動インドネシア国際緊急援助活動(06.6)(06.6)

インドネシア国際緊急援助活動インドネシア国際緊急援助活動(05.1(05.1--05.3)05.3)
ロシア連邦カムチャッカ半島沖国際緊急援助ロシア連邦カムチャッカ半島沖国際緊急援助
(05.8)(05.8)
パキスタン国際緊急援助パキスタン国際緊急援助(05.10(05.10--05.12)05.12)

タイ国際緊急援助活動（タイ国際緊急援助活動（04.1204.12--05.1)05.1)

イラク難民救援国際平和協力業務イラク難民救援国際平和協力業務(03.3(03.3--03.4)03.4)
イラク被災民救援国際平和協力業務イラク被災民救援国際平和協力業務(03.7(03.7--03.8)03.8)
イラク人道復興支援特措法に基づく対応措置イラク人道復興支援特措法に基づく対応措置
(03.12(03.12--09.2)09.2)
イラン国際緊急援助活動イラン国際緊急援助活動(03.12(03.12--04.04.１１))

東ティモール国際平和協力業務東ティモール国際平和協力業務(02.2(02.2--04.6)04.6)

インド国際緊急援助活動インド国際緊急援助活動(01.2)(01.2)
アフガニスタン難民救援国際平和協力業務アフガニスタン難民救援国際平和協力業務
(01.10)(01.10)旧旧テロ対策特措法に基づく協力支援活動テロ対策特措法に基づく協力支援活動
等等（（01.1201.12--07.1107.11))

トルコ国際緊急援助活動トルコ国際緊急援助活動(99.9(99.9--99.11)99.11)
東ティモール避難民救援国際平和協力業務東ティモール避難民救援国際平和協力業務
(99.11(99.11--00.2)00.2)

ホンジュラス国際緊急援助活動ホンジュラス国際緊急援助活動(98.11(98.11--98.12)98.12)

ゴラン高原国際平和協力業務ゴラン高原国際平和協力業務(96.2(96.2--))

ルワンダ難民救援国際平和協力業務ルワンダ難民救援国際平和協力業務(94.9(94.9--
94.12)94.12)

モザンビーク国際平和協力業務モザンビーク国際平和協力業務(93.5(93.5--95.1))95.1))

カンボジア国際平和協力業務カンボジア国際平和協力業務(92.9(92.9--93.9)93.9)

06

05

04

03

02

01

00

99

98

96

95

94

93

92

（継
続
中
）

（補給支援特措法に基づく
補給支援活動）
（08.1-継続中)
・海上自衛隊

自衛隊による国際平和協力活動自衛隊による国際平和協力活動

スーダン
(08.10-継続中)
・司令部要員

（ＰＫＯ）
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平成２０年１月～

現在４つの地域で、約４００人の自衛官が活動中

根拠法根拠法

平成８年２月～期 間期 間

国際平和協力法

規 模規 模 陸自等 ４６人

活動内容活動内容

・食品等の輸送

・倉庫での物資の保管、道路等の補修、
重機材等の整備

※

※ うち３人は司令部要員

根拠法根拠法

期 間期 間

補給支援特措法

規 模規 模 海自 約３３０人

活動内容活動内容

・テロ対策海上阻止活動を行
う諸外国の艦船への補給

根拠法根拠法

平成１９年３月～期 間期 間

国際平和協力法

規 模規 模 陸自 ６人

活動内容活動内容

・マオイスト及びネパール国軍の
武器・兵士の管理の監視等

根拠法根拠法

平成２０年１０月～期 間期 間

国際平和協力法

規 模規 模 陸自 ２人

活動内容活動内容

・軍事部門の兵站全般の需要に関する
ＵＮＭＩＳ部内の調整

・ＵＮＭＩＳにおけるデータベースの
管理

ゴラン高原国際平和協力業務
（ＵＮＤＯＦ）

ゴラン高原国際平和協力業務
（ＵＮＤＯＦ）

国連スーダンミッション
（ＵＮＭＩＳ）

国連スーダンミッション
（ＵＮＭＩＳ）

インド洋での補給支援活動
（補給支援特措法）

インド洋での補給支援活動
（補給支援特措法） ネパール国際平和協力業務

（ＵＮＭＩＮ）

ネパール国際平和協力業務
（ＵＮＭＩＮ）

なお、アフリカ支援の一環として、昨年１１月、エジプトＰＫＯセンターに対し、
講師として２名の陸上自衛官を派遣。

自衛隊が取り組んでいる国際平和協力活動自衛隊が取り組んでいる国際平和協力活動
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